予算要求資料
平成２８年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費
	事業名　新いじめ・不登校等未然防止事業費　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会事務局 学校安全課 生徒指導係　電話番号：058-272-1111（内3145）

E-mail： c17770@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　４，３７０千円（前年度予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,370
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,370

	決定額
	3,870
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,870


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
  ○いじめの認知件数　小学校　Ｈ２５：１，７４９件　⇒　Ｈ２６：１，４５１件

　　　　　　　　　　　中学校　Ｈ２５：１，０５６件　⇒　Ｈ２６：　　９４４件

　○不登校児童生徒数　小学校　Ｈ２５：　　５３７人　⇒　Ｈ２６：　　５５８人

中学校　Ｈ２５：１，７６３人　⇒　Ｈ２６：１，８７４人
　いじめや不登校の問題に対応するために、早期発見・早期解消のために様々な事業を実施しているが、事後対応では根本的な解決にならない。上記のとおり、いじめの認知件数は減少しているが、不登校は増加傾向である。また、学校だけでなく、家庭や地域を巻き込んだ取組も重要になるが、活発な取組とは言えない状況もある。国においても、いじめ問題等への対応として、学校、家庭、地域等、全ての関係者が一丸となり子どもの命を守り、育て、いじめに向き合うことの重要性が示され、また、これに関する予算が措置されている。

そこで、児童生徒の問題行動、特に不登校やいじめの問題に対処するため、市町村を単位とした中学校区を指定し、「いじめ等未然防止アドバイザー（教員ＯＢ）」の指導・助言を通して、児童生徒が安心感・充実感をもてる魅力ある学校づくりを目的とした実践的取組を行う。
（２）事業内容

・いじめや暴力行為等の問題行動及び不登校の未然防止を図るために、自尊感情（自己肯定感）
を高めるための「未然防止を意図した教育相談の在り方」や「社会性を高める学級経営の在り
方」に係る実践校を指定し、研究開発・事業実践を行う。併せて、その成果を市町村教育委員
会及び学校へ普及する。具体的には、小学校１、２年生では、発達障がい及び暴力行為の児童
へのアプローチ、小学校４、５年生では、不登校傾向にある児童へのアプローチ、中学校１年
生では、いじめや不登校を出さない学級経営へのアプローチについて究明する。そのために、
「いじめ等未然防止アドバイザー」を位置付け、専門的知見からの指導・助言及び日常的な学
校への支援を行う。
・「いじめ等未然防止アドバイザー」の取組を手引き書にまとめ、その成果を県内の市町村教育
委員会及び学校へ普及する。（ＰＤＦ形式の配信）　
・高等学校では、生徒が主体となり、いじめを出さないための社会貢献活動を実施する。具体
的には、岐阜県生徒指導推進会議が推進する「子どもの居場所と絆づくり県民運動」の「あっ
たかい言葉かけ運動」に協力する。高校生が中心となりインターネット上に編集委員会「ド
リームＧ」（仮称）を設立し、小・中学生及び高校生・特別支援学校生を編集委員に任命する。
学校間総合ネットを利用して、「あったかい言葉かけ運動に関わる情報誌」の編集・発行を行
い、広く県内に啓発を図り、自尊感情（自己肯定感）の育成を目指す。

・幼、小・中学校、高等学校、特別支援学校の園児及び児童生徒や教職員に加え、ＰＴＡ、地区住民、青少年育成団体等が、園児及び児童生徒の自己肯定感を高め、いじめ未然防止のための「子どもの居場所と絆づくり県民運動」の取組を推進する。この取組を通して、園児及び児童生徒が思いやりのある望ましい人間関係を生み出すとともに、いじめの問題を大人が強く意識するようにし、県民運動として推進し、この取組を県内に広く普及・啓発する。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	645
	いじめ等未然防止アドバイザー、外部の専門家への謝金

	旅費
	1,679
	連絡協議会の参加、指定校への訪問

	消耗品費
	100
	指定校における消耗品費

	印刷製本費
	500
	「子どもの居場所と絆づくり県民運動」に係る募集資料、情報誌

	委託料
	1,446
	指定した市町村教育委員会へのモデル事業委託

	合計
	4,370
	


	　決定額の考え方　

　広報関係経費については、広報課計上とします。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・第２次岐阜県教育ビジョン

基本目標２　豊かな心と健やかな体をはぐくむ教育の推進
（３）いじめ等の問題行動や不登校への対応と教育相談体制の充実
取り組むべき主な施策

①いじめ等の問題行動や不登校を生まない魅力ある学校づくりの推進
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
児童生徒の問題行動、特に、いじめや不登校の問題に対処するため、自尊感情（自己肯定感）を高めるための実践校の指定や「あったかい言葉かけ運動」の取組を通して、いじめや暴力行為等の問題行動及び不登校の未然防止を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	いじめが解消した割合
	81.5%
（H27）
	（H　）
	（H　）
	（H  ）
	90%
（H28）
	％


	新規の不登校が出現する割合
	   53.4%
（H27）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	40%
（H28）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	いじめや暴力行為等の問題行動及び不登校の要因は複雑化・多様化しており、「未然防止を意図した教育相談の在り方」や「社会性を高める学級経営の在り方」が喫緊の課題になっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　「いじめ等未然防止アドバイザー」の活用の工夫と事業成果をどのように県内の学校に普及するのか。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　学校や児童生徒及び保護者が抱える問題は年々複雑化・多様化しており、いじめや暴力行為等の問題行動と不登校の未然防止を図るために、新規事業として取り組む必要がある。


